
水素・燃料電池教育出前講座推進事業費補助金交付要綱 

 

（趣旨） 

第１条 知事は、体験型講義により水素・燃料電池を身近に感じる機会を増やし、基幹産業を支える人

材の確保を図るため、学校や社会教育施設等において行う水素・燃料電池を学ぶ出前講座に要する経

費に対し、予算の範囲内で補助金を交付するものとし、その交付に関しては、山梨県補助金等交付規

則（昭和３８年山梨県規則第２５号）に規定するもののほか、この要綱の定めるところによる。 

 

（補助対象事業） 

第２条 この補助金の交付対象となる事業（以下「補助事業」という。）は、国立大学法人山梨大学又

は一般社団法人FCｙFINE PLUS（以下「大学等」という）が学校や社会教育施設等において行う水素・

燃料電池を学ぶ体験型出前講座とする。 

 

（補助対象経費等）  

第３条 この補助金は、補助事業を実施するために必要な経費であって、補助金交付の対象として知事

が必要かつ適当と認める経費（以下「補助対象経費」という。）について交付する。 

２ 補助対象経費の区分、補助率及び上限額は別表のとおりとする。 

 

（交付の申請） 

第４条 大学等は、この補助金の交付を受けようとするときは、交付申請書（様式第１）に関係書類を

添えて、知事に提出しなければならない。 

 

（交付の決定） 

第５条 知事は、前条の規定により補助金交付申請書の提出があったときは、その内容を審査のうえ、

適当と認めるときは補助金の交付決定を行い、交付決定通知書（様式第２）により大学等に通知する

ものとする。 

２ 知事は、前項の承認にあたり、必要に応じ条件を付すことができる。 

３ 第１項の規定にかかわらず、知事は、大学等が次の各号のいずれかに該当する場合は、補助金の

交付の決定をしないことができる。 

（１）暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号。次号にお

いて「暴力団対策法」という。）第２条第２号に規定する暴力団をいう。第３号から第５号まで

において同じ。） 

（２）暴力団員（暴力団対策法第２条第６号に規定する暴力団員をいう。次号から第５号までにおい

て同じ。） 

（３）暴力団又は暴力団員と密接な関係を有する者 

（４）法人（法人でない団体で代表者又は管理人の定めがあるもの（以下この号において「人格のな

い社団等」という。）を含む。）であって、その役員（人格のない社団等の代表者又は管理人を

含む。）のうちに暴力団員又は暴力団若しくは暴力団員と密接な関係を有する者があるもの 

（５）暴力団員又は暴力団若しくは暴力団員と密接な関係を有する者がその事業活動を支配する者 

（６）下請契約又は資材、原材料の購入契約その他の契約に当たり、その相手方が第１号から第５号



までのいずれかに該当することを知りながら、当該者と契約を締結している者 

（７）第２号から第６号に掲げる者が、その経営に実質的に関与している法人その他の団体又は個人 

 

（申請の取下げ） 

第６条 大学等は、前条の規定による通知に係る補助金の交付決定の内容及びこれに付された条件に対

して不服があり、補助金の交付の申請を取り下げようとするときは、補助金交付決定通知を受けた日

から２０日以内にその旨を記載した書面を知事に提出しなければならない。 

２ 前項による申請の取下げがあったときは、当該申請に係る補助金の交付決定は、なかったものとみ

なす。 

 

（補助事業計画変更の承認） 

第７条 大学等は、次の各号のいずれかに該当するときは、あらかじめ、事業変更承認申請書（様式第

３）を知事に提出し、その承認を受けなければならない。 

（１）補助対象経費の区分ごとに配分された額を変更しようとするとき。 

（２）補助事業の内容を変更しようとするとき。ただし、補助事業の目的の達成に支障をきたさない

事業計画の細部の変更であって、交付決定を受けた補助金の額の増額を伴わない場合はこの限り

ではない。 

２ 知事は、前項の承認にあたり、必要に応じ交付の決定の内容を変更し、又は条件を付することがで

きる。 

 

（補助事業の中止又は廃止） 

第８条 大学等は、補助事業の全部若しくは一部を中止し、又は廃止しようとするときは、あらかじめ、

事業中止（廃止）承認申請書（様式第４）を知事に提出し、その承認を受けなければならない。 

 

（補助事業遅延の報告）  

第９条 大学等は、補助事業が予定の期間内に完了することができないと見込まれるとき又は補助事業

の遂行が困難となったときにおいては、速やかに事業遅延等報告書（様式第５）を知事に提出し、そ

の指示を受けなければならない。 

 

（状況報告）  

第１０条 大学等は、補助事業の遂行及び収支の状況について、知事の要求があったときは速やかに事

業状況報告書（様式第６）を知事に提出しなければならない。 

 

（実績報告） 

第１１条 大学等は、補助事業が完了した日若しくは補助事業の中止又は廃止の承認を受けた日から起

算して３０日を経過した日、又は翌年度４月１０日のいずれか早い日までに実績報告書（様式第７）

に関係書類を添えて、知事に提出しなければならない。 

 

（補助金の額の確定）  

第１２条 知事は、前条の報告を受けた場合には、報告書等の書類の審査及び必要に応じて現地調査等



を行い、その報告に係る補助事業の実施結果が補助金の交付の決定の内容（第９条第１項に基づく承

認をした場合は、その承認された内容）及びこれに付した条件に適合すると認めたときは、交付すべ

き補助金の額を確定し、額の確定通知書（様式第８）により大学等に通知するものとする。 

 

（補助金の交付方法）  

第１３条 補助金は、前条の規定により交付すべき補助金の額を確定した後に精算払とする。 

２ 大学等は前項の規定により補助金の支払を受けようとするときは、補助金請求書（様式第９）を、

知事に提出しなければならない。 

 

（交付決定の取消し等）  

第１４条 知事は、第８条の規定により補助事業の全部若しくは一部の中止若しくは廃止の承認をする

場合又は次の各号のいずれかに該当する場合には、第５条第１項の交付の決定の全部若しくは一部を

取り消し、又は変更することができる。  

（１）大学等が、法令、本要綱又は法令若しくは本要綱に基づく知事の処分若しくは指示に違反した

場合  

（２）大学等が、補助金を補助事業以外の用途に使用した場合  

（３）大学等が、補助事業に関して不正、怠慢、その他不適当な行為をした場合  

（４）交付の決定後生じた事情の変更等により、補助事業の全部又は一部を継続する必要がなくなっ

た場合  

（５）大学等が、第５条第３項各号のいずれかに該当する場合  

２ 知事は、前項の取消しをした場合において、既に当該取消しに係る部分に対する補助金が交付され

ているときは、期限を付して当該補助金の全部又は一部の返還を命ずる。  

３ 知事は、前項の返還を命ずる場合には、第１項第４号に規定する場合を除き、その命令に係る補助

金の受領の日から納付の日までの日数に応じて、年利１０．９５パーセントの割合で計算した加算金

の納付を併せて命ずるものとする。  

４ 第２項の補助金の返還期限は、別に定めるものとし、期限内に納付がない場合は、未納に係る金額

に対して、その未納に係る日数に応じて年利１０．９５パーセントの割合で計算した延滞金を徴する

ものとする。 

 

（書類の保管） 

第１５条 大学等は、補助事業に係る帳簿及び証拠書類を当該補助事業終了の年度の翌年度から起算し

て５年間、整備保管しておかなければならない。 

 

（雑則） 

第１６条 この要綱に定めるもののほか、補助金の交付等に関し必要な事項は、別に定める。 

 

附 則 

１ この要綱は、令和５年７月７日から施行する。 

２ 別表に定める固定経費の欄は、令和６年３月３１日限り、その効力を失う。ただし、令和６年３月  

３１日までの間に交付決定された経費については、失効後も、なおその効力を有する。 



別表 

補助対象経費 費目 内容 補助上限額 

固定経費 単セルキット購入費 固体高分子型燃料電池セルの組

立に必要な部品うち、再利用可

能な部品の購入に要する経費 

1式17,845円以内とし、

100式を上限とする。 

ワニ口クリップ購入費 電極に接続するワニ口クリップ

の購入に要する経費 

1個 2,000円以内とし、

100個を上限とする。 

稼働確認ツール購入費 稼働を確認するツールの購入に

要する経費 

1式10,500円以内とし、

5式を上限とする。 

変動経費 消耗品費 再利用できない物品として、知

事が必要と認めた消耗品の購入

に要する経費 

受講生 1人あたり 3,615

円以内とし、500 人分を

上限とする。 

その他経費 知事が特に必要と認め

る経費 

  

※固定経費において購入した物品については、実習後、分解等し再利用すること。 

 


